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火力発電の現状と今後火力発電の現状と今後

～　低炭素化社会の中で　～～　低炭素化社会の中で　～

２００９年１０月
東京電力株式会社
相澤　善吾
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エネルギー転換部門

運輸部門

民生部門

産業部門

その他部門のCO2排出量及び
CO2以外の温室効果ガス

CO2排出量
（億t-CO2）

4.3億ｔ
削減

０．０．COCO22排出状況と低炭素化技術の現状排出状況と低炭素化技術の現状

1990年度比
25%削減の場合

出典：温室効果ガスインベントリオフィス

19901990年以降の日本の温室効果ガス排出量の推移年以降の日本の温室効果ガス排出量の推移
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０．０．COCO22排出状況と低炭素化技術の現状排出状況と低炭素化技術の現状

わが国の電源別発電電力量の実績と見通しわが国の電源別発電電力量の実績と見通し

出典：平成２１年度供給計画の概要（平成21年４月）
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０．０．COCO22排出状況と低炭素化技術の現状排出状況と低炭素化技術の現状

発電の一層の発電の一層の
高効率化・低炭素化高効率化・低炭素化

ØØ 原子力発電の拡大・利用率原子力発電の拡大・利用率
向上向上

ØØ 再生可能エネルギーの拡大再生可能エネルギーの拡大

ØØ 火力発電の効率向上　等火力発電の効率向上　等

電気の供給面電気の供給面

×
ØØ 原子力エネルギーの活用原子力エネルギーの活用

ØØ 再生可能エネルギーの拡再生可能エネルギーの拡
大大

などなど

高効率機器の普及・高効率機器の普及・
電化による省エネ電化による省エネ

電気の需要面電気の需要面

ØØ 家庭・業務部門へのヒート家庭・業務部門へのヒート
ポンプの普及・拡大ポンプの普及・拡大

ØØ 運輸部門への電気自動車の運輸部門への電気自動車の
導入・拡大導入・拡大

ØØ 産業部門の電化推進　等産業部門の電化推進　等

「電気の供給面」と「電気の需要面」の両面の取り組みによって、「電気の供給面」と「電気の需要面」の両面の取り組みによって、
低炭素社会の実現を目指す。低炭素社会の実現を目指す。
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０．０．COCO22排出状況と低炭素化技術の現状排出状況と低炭素化技術の現状

▲900万t-CO2/年－
電気自動車
1,000万台

▲650万t-CO2/年－
エコキュート
1,000万台※2

▲450万t-CO2/年※1100億kWh原子力１台

CO2削減効果発電電力量

※1　CO2削減効果は汽力（LNG）を代替するとして算出
※2　2009年2月20日電事連会長会見にて目標として公表（2020年度でストック約1,000万台普及を目指す）

ＣＯ２削減の効果（試算）ＣＯ２削減の効果（試算）
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１．火力発電の役割と実力１．火力発電の役割と実力

わが国の電力需要に合わせた電源の運用パターンわが国の電力需要に合わせた電源の運用パターン
電力

揚水式動力

水力

石油火力

ＬＮＧ・LPG・
その他ガス火力

石炭火力

原子力

水力
０時 ６時 １２時 １８時 ２４時

日負荷曲線

ミドル
供給力

ピーク
供給力

ベース
供給力

変動する需要に変動する需要に
対して安定供給対して安定供給
するためにはするためには

負荷調整能負荷調整能
力に優れた力に優れた
火力発電が火力発電が
不可欠不可欠

ポイントポイント
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１．火力発電の役割と実力１．火力発電の役割と実力

主要国の発電電力量の電源構成（２００６年）主要国の発電電力量の電源構成（２００６年）

出典：OECD/IEA　※海外電力調査会資料より

１．火力発電の割合１．火力発電の割合

　原子力比率の高いフラ　原子力比率の高いフラ
ンス（約８割）、水力比率ンス（約８割）、水力比率
の高いカナダ（約６割）をの高いカナダ（約６割）を
除き、除き、発電の５割以上を発電の５割以上を
火力発電が占めている。火力発電が占めている。

２．石炭火力の割合２．石炭火力の割合

　米国・ドイツ（約５割）、　米国・ドイツ（約５割）、
中国・インド（約７中国・インド（約７,,８割）に８割）に
おいて、おいて、石炭火力の占め石炭火力の占め
る割合が非常に大きい。る割合が非常に大きい。

ポイントポイント

石炭 石炭

石炭 石炭
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１．火力発電の役割と実力１．火力発電の役割と実力

主要国の火力発電熱効率の比較主要国の火力発電熱効率の比較

出典：INTERNATIONAL COMPARISON OF FOSSIL POWER EFFICIENCY AND
CO2 INTENSITY（2009年）（ECOFYS社）　※電気事業連合会資料より

※発電端（低位発熱量基準）

日本の熱効率日本の熱効率

　　’’９０年来、９０年来、

世界最高水準の世界最高水準の

熱効率を熱効率を

維持している。維持している。

ポイントポイント

日本日本
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２．高効率化への取り組み２．高効率化への取り組み

火力発電の大容量化と熱効率向上の変遷（東京電力の場合）火力発電の大容量化と熱効率向上の変遷（東京電力の場合）
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２．高効率化への取り組み２．高効率化への取り組み

LNG船

燃料タンク

気化器

煙突

ボイラ

タービン

発電機

変圧器

燃料設備 燃焼設備 発電・送電設備

ボイラで発生した蒸気により蒸気タービンを駆動し発電を行う。

燃料

空気

水

蒸気
排
気
ガ
ス

冷却水

電気

汽力発電のしくみ汽力発電のしくみ
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２．高効率化への取り組み２．高効率化への取り組み

汽力発電の蒸気条件の向上汽力発電の蒸気条件の向上
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２．高効率化への取り組み２．高効率化への取り組み

燃焼器にて発生した高温高圧の燃焼ガスで直接タービン
を駆動し、発電を行う。

燃料

空気

排気ガス

発電機 空気圧縮機 ガスタービン

電気

燃焼器

煙突

ガスタービン発電のしくみガスタービン発電のしくみガスタービン発電（ブレイトンサイクル）のしくみガスタービン発電（ブレイトンサイクル）のしくみ
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２．高効率化への取り組み２．高効率化への取り組み
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２．高効率化への取り組み２．高効率化への取り組み

コンバインドサイクル発電のしくみコンバインドサイクル発電のしくみ
※1,500℃級ＭＡＣＣ発電の系統図

ガスタービン：燃焼温度向上、蒸気冷却の採用ガスタービン：燃焼温度向上、蒸気冷却の採用
蒸気タービン：三圧再熱サイクル蒸気タービン：三圧再熱サイクル
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２．高効率化への取り組み２．高効率化への取り組み
ガスタービンの主な新技術およびガスタービンの主な新技術および

タービン入口燃焼ガス温度と熱効率の向上タービン入口燃焼ガス温度と熱効率の向上
（東京電力の場合）（東京電力の場合）

1,600℃級MACCⅡ
熱効率約61%
2016年度（予定）

翼翼空気冷却空気冷却 金属組成、結晶構造の改良金属組成、結晶構造の改良

蒸気冷却蒸気冷却

空気冷却通路構造の改善空気冷却通路構造の改善

遮熱コーティング遮熱コーティング
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２．高効率化への取り組み２．高効率化への取り組み
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２．高効率化への取り組み２．高効率化への取り組み

コンバインドサイクルコンバインドサイクル
発電設備発電設備

４１台（１０系列）４１台（１０系列）
１２３４．７万ｋＷ１２３４．７万ｋＷ

合　計合　計

８７台８７台
３７６３．２万ｋＷ３７６３．２万ｋＷ

汽力発電設備汽力発電設備
４４台４４台

２５１１．１万ｋＷ２５１１．１万ｋＷ

品川は都市ガス、横浜、五井は汽力及び複合発電

常陸那珂

鹿島

千葉

袖ヶ浦富津

姉崎

横須賀

南横浜

東扇島

大井

品川

主要燃料：

：汽力発電 ：複合発電
ＬＮＧ
ＬＰＧ 石油 石炭

横浜 五井

川崎

広野

品川は都市ガス、横浜、五井は汽力及び複合発電

常陸那珂

鹿島

千葉

袖ヶ浦富津

姉崎

横須賀

南横浜

東扇島

大井

品川

主要燃料：

：汽力発電 ：複合発電
ＬＮＧ
ＬＰＧ 石油 石炭

横浜 五井

川崎

広野

東京電力の火力発電所東京電力の火力発電所

※２００９年１０月現在

ガスタービン発電設備ガスタービン発電設備

２台　２台　１７．４万ｋＷ１７．４万ｋＷ
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２．高効率化への取り組み２．高効率化への取り組み

川崎火力１号系列川崎火力１号系列 1,5001,500℃級ＭＡＣＣ発電℃級ＭＡＣＣ発電
•• 出　　力出　　力 ：１５０万：１５０万kWkW
　　　　　　　　　（５０　　　　　　　　　（５０万万kWkW×３×３軸）軸）

•• 熱熱 効効 率率 ：５９％（ＬＨＶ）：５９％（ＬＨＶ）

•• 燃　　料　　：燃　　料　　：ＬＮＧ（液化天然ガス）ＬＮＧ（液化天然ガス）

•• 着　　工着　　工 ：１９９９年１０月：１９９９年１０月

•• 運転開始運転開始 ：１－３軸　：１－３軸　20072007年６月年６月

　　　　　　　　　　１－２軸　　　　　　　　　　　１－２軸　20082008年６月年６月

　　　　　　　　　　１－１軸　　　　　　　　　　　１－１軸　20092009年２月年２月

１，５００℃級ガスタービン１，５００℃級ガスタービン

ØØ 三菱重工業製三菱重工業製

　　Ｍ７０１Ｇ２型ガスタービン　　　　　Ｍ７０１Ｇ２型ガスタービン　　　

ØØ 燃焼器：蒸気冷却燃焼器：蒸気冷却

ØØ １，２段動翼：一方向凝固材（ＤＳ材）１，２段動翼：一方向凝固材（ＤＳ材）

※１，５００℃級５０Ｈｚ初号機。※１，５００℃級５０Ｈｚ初号機。

　　６０Ｈｚ機は国内外に数十台の実績。６０Ｈｚ機は国内外に数十台の実績。 ガスタービンガスタービン 蒸気タービン蒸気タービン 発電機発電機

パワートレインパワートレイン ((GT+ST+Gen)GT+ST+Gen)

 
旧旧発電設備発電設備
1 1 ～～66号機号機
（（11,,050050MWMW））
※※現在撤去中現在撤去中

新新発電設備発電設備
1 1 号系列号系列
（（11,,500500MWMW））

 
旧旧発電設備発電設備
1 1 ～～66号機号機
（（11,,050050MWMW））
※※現在撤去中現在撤去中

新新発電設備発電設備
1 1 号系列号系列
（（11,,500500MWMW））
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２．高効率化への取り組み２．高効率化への取り組み

富津火力４号系列富津火力４号系列 1,5001,500℃級ＭＡＣＣ発電℃級ＭＡＣＣ発電
•• 出　　力出　　力 ：１５２万：１５２万kWkW
　　　　　　　　　（５０．７　　　　　　　　　（５０．７万万kWkW×３×３軸）軸）

•• 熱熱 効効 率率 ：５９％（ＬＨＶ）：５９％（ＬＨＶ）

•• 燃　　料　　：燃　　料　　：ＬＮＧ（液化天然ガス）ＬＮＧ（液化天然ガス）

•• 着　　工着　　工 ：２００４年９月：２００４年９月

•• 運転開始運転開始 ：４－１軸　２００８年７月：４－１軸　２００８年７月

　　　　　　　　　４－２軸　２００９年１２月予定　　　　　　　　　４－２軸　２００９年１２月予定

　　　　　　　　　４－３軸　２０１０年１０月予定　　　　　　　　　４－３軸　２０１０年１０月予定

１，５００℃級ガスタービン１，５００℃級ガスタービン

ØØ ＧＥ製　９Ｈ型ガスタービンＧＥ製　９Ｈ型ガスタービン

ØØ １，２段動静翼：蒸気冷却１，２段動静翼：蒸気冷却

ØØ １段動静翼：単結晶（ＳＣ）材１段動静翼：単結晶（ＳＣ）材

ØØ 翼先端部クリアランスコントロール：翼先端部クリアランスコントロール：

　　タービン第１，２段、空気圧縮機高圧段　　タービン第１，２段、空気圧縮機高圧段

※英国バグランベイ発電所に次ぐ第２号機※英国バグランベイ発電所に次ぐ第２号機

ＬＮＧタンクＬＮＧタンク

ＬＮＧ船ＬＮＧ船

CCCC ::
１，２１，２号系列号系列
（（2,0002,000MWMW））

MACCMACC ::
４４号系列号系列
（（11,,520520MWMW））

ACCACC ::
３３号系列号系列
（（11,,520520MWMW））

ガスタービン断面図
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２．高効率化への取り組み２．高効率化への取り組み

石炭火力　超々臨界圧（ＵＳＣ）汽力発電石炭火力　超々臨界圧（ＵＳＣ）汽力発電
•• 熱熱 効効 率率 ：４５％（ＬＨＶ）：４５％（ＬＨＶ）

•• 燃　　料　　：石　炭燃　　料　　：石　炭

•• 蒸気条件　：２４．５蒸気条件　：２４．５MPaMPa

•• 　　　　　　　　　　　　　　６００℃６００℃//６００℃６００℃ １号機１号機

常陸那珂火力発電所常陸那珂火力発電所

高中圧タービン車室

低圧タービン車室

広野火力　５号機　蒸気タービン

•• 常陸那珂火力　１・２号機常陸那珂火力　１・２号機

•• 出　力：１００万出　力：１００万kWkW×２×２ユニットユニット

•• １号機：１号機：20032003年年1212月営業運転開始月営業運転開始

•• ２号機：建設中２号機：建設中

　　　　　（　　　　　（20132013年年1212月運転開始予定）月運転開始予定）

•• 広野火力　５・６号機広野火力　５・６号機

•• 出　力：６０万出　力：６０万kWkW×２×２ユニットユニット

•• ５号機：５号機：20042004年年77月営業運転開始月営業運転開始

•• ６号機：建設中６号機：建設中

　　　　　（　　　　　（20132013年年1212月運転開始予定）月運転開始予定）
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３．環境性向上への取り組み３．環境性向上への取り組み

運用対策運用対策 徹底した燃焼管理徹底した燃焼管理
発生源の監視など発生源の監視など

燃料対策燃料対策 良質燃料使用良質燃料使用
ＬＮＧ／低硫黄原油／低硫黄重油／良質炭ＬＮＧ／低硫黄原油／低硫黄重油／良質炭

設備対策設備対策
ＳＯｘ対策ＳＯｘ対策 排煙脱硫装置の設置排煙脱硫装置の設置

ＮＯｘ対策ＮＯｘ対策 燃焼方法の改善（抑制）燃焼方法の改善（抑制）
排煙脱硝装置の設置（除去）排煙脱硝装置の設置（除去）

ばいじん対策ばいじん対策 電気式集じん装置の設置電気式集じん装置の設置

大気汚染防止対策の概要（ＳＯｘ、ＮＯｘ、ばいじん）大気汚染防止対策の概要（ＳＯｘ、ＮＯｘ、ばいじん）
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３．環境性向上への取り組み３．環境性向上への取り組み

ガスタービン乾式低ＮＯＸ燃焼器の開発ガスタービン乾式低ＮＯＸ燃焼器の開発

富津１，２号系列も予混合燃焼方式に
変更済み。

蒸気噴射型拡散燃焼器

蒸気にて火炎温度を下げ、サーマルＮ
Ｏｘの発生を抑制する。

１１００℃級　建設時

乾式予混合型低ＮＯｘ燃焼器

燃料と燃焼用空気を予め混合して燃焼
させることにより、火炎温度を均一にし、
ＮＯｘの発生を抑制する。

１３００℃級～

圧縮機吐出空気 高温ガス

冷却空気

燃料

蒸気

燃焼空気

希釈空気

燃料

圧縮機吐出空気 高温ガス

拡散ノズル

予混合ノズル

予混合域
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３．環境性向上への取り組み３．環境性向上への取り組み

火力発電における大気汚染物質の除去設備火力発電における大気汚染物質の除去設備

ボイラ

タービン

排煙脱硝装置排煙脱硝装置

電気集じん装置電気集じん装置

排煙脱硫装置排煙脱硫装置

ll NONOｘを除去する排煙脱硝装置ｘを除去する排煙脱硝装置

ll SOSOｘを除去する排煙脱硫装置ｘを除去する排煙脱硫装置

ll ばいじんを除去する電気式集じん装置ばいじんを除去する電気式集じん装置

東京電力　常陸那珂火力発電所（石炭焚き：出力１００万ｋＷ）
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３．環境性向上への取り組み３．環境性向上への取り組み

排煙脱硝装置（ＮＯｘの除去）排煙脱硝装置（ＮＯｘの除去）

ll NOxNOxを含んだ排ガス中にアンモニアを注入し、触媒の作を含んだ排ガス中にアンモニアを注入し、触媒の作
用により化学反応を促進させ、用により化学反応を促進させ、NOxNOxを還元して無害な窒を還元して無害な窒
素（素（NN22））と水（と水（HH22OO））に分解する。に分解する。

ll NOxNOx濃度濃度 ：：3434ppmppm以下以下

石炭火力石炭火力

ll 脱硝効率９０％脱硝効率９０％

ll NOxNOx濃度濃度55ppmppm以下以下

ガス焚コンバインド火力ガス焚コンバインド火力
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３．環境性向上への取り組み３．環境性向上への取り組み

排煙脱硫装置（ＳＯｘの除去）排煙脱硫装置（ＳＯｘの除去）
ll 排ガス中排ガス中ののSOxSOxを石灰と反応させて除去を石灰と反応させて除去
ll 石灰石を粉状にして水との混合液とし、これを排ガスに噴霧すると、石灰石を粉状にして水との混合液とし、これを排ガスに噴霧すると、
排ガス中の硫黄酸化物が石灰と反応して亜硫酸カルシウムとなる。排ガス中の硫黄酸化物が石灰と反応して亜硫酸カルシウムとなる。

ll この亜硫酸カルシウムを酸素と反応させて石膏として取り出す。この亜硫酸カルシウムを酸素と反応させて石膏として取り出す。
ll 重・原油、石炭などを使う火力発電に設置する。重・原油、石炭などを使う火力発電に設置する。

ll SOxSOx濃度濃度 ：：3939ppmppm以下以下

常陸那珂火力（石炭常陸那珂火力（石炭100100万ｋ万ｋWW））
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３．環境性向上への取り組み３．環境性向上への取り組み

電気集じん装置（ばいじんの除去）電気集じん装置（ばいじんの除去）

ll マイナス極（放電極）とプラス極（集じん電極）の間に数万マイナス極（放電極）とプラス極（集じん電極）の間に数万
VVの高電圧をかけ、この間に排ガスを通してばいじんをマの高電圧をかけ、この間に排ガスを通してばいじんをマ
イナスに帯電させ、プラス極に付着させる。イナスに帯電させ、プラス極に付着させる。

ll 重・原油、石炭の灰や未燃分等に対して設置する。重・原油、石炭の灰や未燃分等に対して設置する。

ll ばいじん濃度ばいじん濃度 ：：

0.008 0.008 g/mg/m33NN以下以下

常陸那珂火力常陸那珂火力
（石炭（石炭100100万ｋ万ｋWW））
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３．環境性向上への取り組み３．環境性向上への取り組み

ＳＯｘ、ＮＯｘ排出原単位の国際比較（火力発電所の平均）ＳＯｘ、ＮＯｘ排出原単位の国際比較（火力発電所の平均）

（注）東京電力は2008年度データ、日本は2007年度データ電気事業連合会調べ、その他6ヵ国は2005年データ。
出典：OECD 「Environmental Data Compendium 2006/2007」及び IEA「Energy Balances of OECD Countries 2008 Editionより試算。
※東京電力サステナビリティレポート2009をもとに作成。
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４．ＣＯ４．ＣＯ２２削減に向けた技術開発削減に向けた技術開発
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４．ＣＯ４．ＣＯ２２削減に向けた技術開発削減に向けた技術開発

石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）のしくみ石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）のしくみ
石石炭炭をガス化し、コンバインドサイクル発電と組み合わせることにより、をガス化し、コンバインドサイクル発電と組み合わせることにより、
従来型石炭従来型石炭汽力発電汽力発電よりよりも高効率とも高効率とすするることを目指した発電システムことを目指した発電システム

ボイラ

排ガス石炭

蒸気タービン

石 炭 排 ガ ス

ガ
ス
化
炉

ガスタービン

蒸気タービン

排 熱 回 収 ボ イ ラ

＜機器構成＞
ボイラ＋蒸気タービン
＜機器構成＞
ボイラ＋蒸気タービン

＜機器構成＞
ボイラ＋蒸気タービン
＋ガス化炉＋ガスタービン

＜機器構成＞
ボイラ＋蒸気タービン
＋ガス化炉＋ガスタービン＋ガス化炉＋ガスタービン

ボイラ

蒸気
タービン

蒸気
タービン

排熱回収ボイラ

ガス
タービン

ガ
ス
化
炉

石炭 石炭排ガス 排ガス

従来型石炭汽力発電従来型石炭汽力発電 石炭ガス化複合発電石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）（ＩＧＣＣ）



32無断転載・複製禁止　東京電力株式会社　2009.10.23

４．ＣＯ４．ＣＯ２２削減に向けた技術開発削減に向けた技術開発

IGCCIGCC実証試験プラントの概要実証試験プラントの概要
出　　力　　　：出　　力　　　：2525万万kWkW

目標熱効率目標熱効率 ：：発電端発電端 48% 48% （（LHV)LHV)

　　　　　　　　：　　　　　　　　：送電端送電端 42% 42% （（LHV)LHV)

着　　工　　　　　：着　　工　　　　　：20042004年８月年８月

実証試験開始　：実証試験開始　：20072007年９月年９月

設置場所：福島県いわき市設置場所：福島県いわき市

　　　　　　㈱クリーンコールパワー（㈱クリーンコールパワー（CCPCCP））研究所研究所

　　　　（常磐共同火力　　　　（常磐共同火力 勿来発電所構内）勿来発電所構内）

＜設備仕様＞＜設備仕様＞

　ガス化炉　：　ガス化炉　：空気吹き空気吹きドライフィードガス化ドライフィードガス化

　ガス精製　：湿式ガス精製＋石膏回収　ガス精製　：湿式ガス精製＋石膏回収

　ガスタービン：１２００℃級　ガスタービン：１２００℃級

出典：㈱クリーンコールパワー研究所資料より
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４．ＣＯ４．ＣＯ２２削減に向けた技術開発削減に向けた技術開発

石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）による熱効率の向上石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）による熱効率の向上

・・運用性の向上運用性の向上

・・バイオマスを含むバイオマスを含む
対応炭種拡大対応炭種拡大

　　が今後の課題　　が今後の課題
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４．ＣＯ４．ＣＯ２２削減に向けた技術開発削減に向けた技術開発

先進超々臨界圧（Ａ－ＵＳＣ）汽力発電の技術開発先進超々臨界圧（Ａ－ＵＳＣ）汽力発電の技術開発

高温・高圧に耐え高温・高圧に耐え
製造・補修が容易な製造・補修が容易な
材料の開発材料の開発
が課題が課題
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４．ＣＯ４．ＣＯ２２削減に向けた技術開発削減に向けた技術開発

火力発電へのバイオマス燃料の導入火力発電へのバイオマス燃料の導入

代表的なバイオマス燃料一覧代表的なバイオマス燃料一覧

固
体

•木質ペレット
•木くず
•下水汚泥ソリッド

•バイオエタノール液
体

石炭火力石炭火力

油焚火力油焚火力

コンバインドサイクル火力コンバインドサイクル火力
（デュアルフュエル）（デュアルフュエル）

木質バイオマス燃料の投入方法例木質バイオマス燃料の投入方法例
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４．ＣＯ４．ＣＯ２２削減に向けた技術開発削減に向けた技術開発

COCO２２回収・貯留（ＣＣＳ：回収・貯留（ＣＣＳ：CCarbon Dioxide arbon Dioxide CCapture and apture and SStoragetorage））

（（汽力発電汽力発電への適用）への適用）

ØØ「「燃焼後回収」方式燃焼後回収」方式

ØØ「酸素燃焼」方式「酸素燃焼」方式

（（ＩＧＣＣＩＧＣＣへの適用）への適用）

ØØ「燃焼前回収」方式「燃焼前回収」方式

（（地中地中貯留）貯留）

ØØ 帯水層貯留帯水層貯留

ØØ 石油・ガス増進回収（石油・ガス増進回収（EOREOR、、EGREGR））

ØØ 枯渇油・ガス層貯留枯渇油・ガス層貯留

（（海洋海洋隔離）隔離）

ØØ 溶解希釈（固定式、移動式）溶解希釈（固定式、移動式）

ØØ 深海底貯留隔離深海底貯留隔離

COCO２２回収技術回収技術 COCO２２貯留技術貯留技術
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４．ＣＯ４．ＣＯ２２削減に向けた技術開発削減に向けた技術開発

ＣＯＣＯ２２回収・貯留（ＣＣＳ）におけるＣＯ回収・貯留（ＣＣＳ）におけるＣＯ２２回収技術回収技術
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４．ＣＯ４．ＣＯ２２削減に向けた技術開発削減に向けた技術開発

地中帯水層へのＣＯ地中帯水層へのＣＯ２２貯留技術貯留技術
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５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

今後の火力発電における３つのポイント今後の火力発電における３つのポイント

１．火力発電の役割と必要性１．火力発電の役割と必要性

２．熱効率向上に向けた技術開発２．熱効率向上に向けた技術開発

３．わが国の火力発電技術の海外への展開３．わが国の火力発電技術の海外への展開
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５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

１．火力発電の役割１．火力発電の役割原子力発電の導入拡大は不可欠原子力発電の導入拡大は不可欠

水力
6%

LNG・LPG
38%

石油
9%

その他ガス
1%

原子力
38%

新エネ
0%地熱

0%

石炭
8%

拡大拡大

ただし、ただし、
　・　・原子力発電の開発には長期間を要する原子力発電の開発には長期間を要する
　・　・需要変動に対応した安定供給の確保が必要需要変動に対応した安定供給の確保が必要
であるため、拡大幅に限界がある。であるため、拡大幅に限界がある。

揚水式動力

水力

石油火力

ＬＮＧ・LPG・
その他ガス火力

石炭火力

原子力

水力
０時 ６時 １２時 １８時 ２４時

日負荷曲線

出典：東京電力出典：東京電力

　　　　サステナビリティレポート　　　　サステナビリティレポート

　　　　　　　　20092009
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５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

「お天気任せ」「風任せ」で「お天気任せ」「風任せ」で発電電力が不安定発電電力が不安定

　→安定供給を確保しつつ、太陽光・風力発電の　→安定供給を確保しつつ、太陽光・風力発電の

　　　導入を進めていくためには　　　導入を進めていくためには

　　・火力発電などによるバックアップ電源の強化・火力発電などによるバックアップ電源の強化

　・安定電圧確保の為に電力・配電系統の強化　・安定電圧確保の為に電力・配電系統の強化

　　が必要　　が必要

太陽光・風力発電の課題太陽光・風力発電の課題
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５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

「原子力エネルギーの活用」「原子力エネルギーの活用」

「再生可能エネルギーの拡大」「再生可能エネルギーの拡大」

２０２０年度までに、非化石エネルギーの比率２０２０年度までに、非化石エネルギーの比率５０％５０％ を目指す。を目指す。

「火力発電の役割と実力」は重要であり、「火力発電の役割と実力」は重要であり、

さらなる熱効率向上が必要さらなる熱効率向上が必要

発電電力量の残り発電電力量の残り５０％５０％ は依然として、火力発電によるということ。は依然として、火力発電によるということ。

＋

「「電気の供給面」における２０２０年度までの目標電気の供給面」における２０２０年度までの目標
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５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

熱効率向上に向けた技術開発熱効率向上に向けた技術開発

1,600℃級MACCⅡ
熱効率約61%
2016年度（予定）

1,600℃級MACCⅡ
熱効率約61%
2016年度（予定）

ガスタービン入口燃焼ガス温度と熱効率の向上ガスタービン入口燃焼ガス温度と熱効率の向上

翼翼材料・冷却・材料・冷却・

遮熱技術の向上遮熱技術の向上

ガスタービン高効率化をガスタービン高効率化をIGCCIGCCにも展開にも展開
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５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

先進超々臨界圧（Ａ－ＵＳＣ）汽力発電の技術開発先進超々臨界圧（Ａ－ＵＳＣ）汽力発電の技術開発

高温・高圧に耐え高温・高圧に耐え
製造・補修が容易な製造・補修が容易な
材料の開発材料の開発
が課題が課題
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５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

火力発電とコージェネレーション（ＣＧＳ）の比較火力発電とコージェネレーション（ＣＧＳ）の比較
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５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

１．発電効率１．発電効率

ØØ1,5001,500℃級℃級MACCMACC　　　　　　　　　　59%59%
ØØ固体酸化物形（固体酸化物形（SOFCSOFC）） 45%45%

ØØ固体高分子形（固体高分子形（PEFCPEFC）） 35%35%

ØØガスエンジン　　　　ガスエンジン　　　　　　　　　　29%29%

２．２．燃料の燃焼や改質の過程で燃料の燃焼や改質の過程で

　　　　CO2CO2が発生が発生

３．耐久性とコスト３．耐久性とコスト

４．ＣＧＳは４．ＣＧＳは「電気の出る給湯器」「電気の出る給湯器」

　→電力系統（火力）のバックアップ　→電力系統（火力）のバックアップ

　　が必要　　が必要

ＣＧＳ（燃料電池含む）の課題ＣＧＳ（燃料電池含む）の課題燃料電池概念図燃料電池概念図
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米国
20.3%

インド
4.5%

東欧他
4.4%

その他
11.3%

中東
4.6%

アフリカ
3.1%

韓国
1.7%

中国
20.2%

ｶ ﾅ ﾀ ﾞ
1.9%

ｵ ｰ ｽ ﾄ ﾗ ﾘ ｱ
1.4%
日本
4.3%

ＥＵ15

11.6%

ロシア
5.7%

中南米
5.0% CO2排出量

2006年
約280億トン

５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

【出典】CO2 EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION   2008 EDITION, IEA

わが国の火力発電技術の海外への展開わが国の火力発電技術の海外への展開

日本の電力会社が持つ日本の電力会社が持つ
・　高効率火力・　高効率火力プラント建設技術プラント建設技術
・　高い熱効率を維持する・　高い熱効率を維持する運用保守技術運用保守技術
のの海外展開が必要海外展開が必要

日本の日本の
熱効率は世界最高水準熱効率は世界最高水準

だがだが
世界での世界での

排出量割合は小さい排出量割合は小さい
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ØØ20052005年年77月に、エネルギー安全保障、環境汚染、月に、エネルギー安全保障、環境汚染、
気候変動問題に対処するため、クリーンで効率的な気候変動問題に対処するため、クリーンで効率的な
技術の開発、普及、移転に係る国際協力を推進す技術の開発、普及、移転に係る国際協力を推進す
ることを目的に発足。ることを目的に発足。

５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

わが国の火力発電技術の海外への展開わが国の火力発電技術の海外への展開

クリーン開発と気候に関するクリーン開発と気候に関する

アジア太平洋パートナーシップ（アジア太平洋パートナーシップ（APPAPP））とはとは……

【参加国】【参加国】

　　日本，豪州，カナダ，中国，インド，韓国，米国日本，豪州，カナダ，中国，インド，韓国，米国
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５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

よりクリーンな化石エネルギータスクフォース

（議長：豪州、副議長：中国）

よりクリーンな化石エネルギータスクフォース

（議長：豪州、副議長：中国）

アルミニウムタスクフォース

（議長：豪州、副議長：米国）

アルミニウムタスクフォース

（議長：豪州、副議長：米国）

発電及び送電タスクフォース

（議長：米国、副議長：中国）

発電及び送電タスクフォース

（議長：米国、副議長：中国）

再生可能エネルギーと分散型電源タスクフォース

（議長：韓国、副議長：豪州）

再生可能エネルギーと分散型電源タスクフォース

（議長：韓国、副議長：豪州）

鉄鋼タスクフォース

（議長：日本、副議長：印度）

鉄鋼タスクフォース

（議長：日本、副議長：印度）

セメントタスクフォース

（議長：日本）

セメントタスクフォース

（議長：日本）

石炭鉱業タスクフォース

（議長：米国、副議長：印度）

石炭鉱業タスクフォース

（議長：米国、副議長：印度）

＜＜ＡＰＰ　組織図＞ＡＰＰ　組織図＞

建物及び電気機器タスクフォース

（議長：韓国、副議長：米国）

建物及び電気機器タスクフォース

（議長：韓国、副議長：米国）

政策実施委員会

議長：米国

政策実施委員会

議長：米国

日本は日本は
経産省、環境省、外務省以下経産省、環境省、外務省以下
電気事業連合会を窓口に窓口に電気事業連合会を窓口に窓口に

電力会社が技術的対応実施電力会社が技術的対応実施
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ØØ京都議定書における京都議定書におけるCOCO22排出削排出削
減の義務量は世界全体の減の義務量は世界全体のCOCO22排出排出
量の３割程度の国が対象量の３割程度の国が対象

米国
20.3%

インド
4.5%

東欧他
4.4%

その他
11.3%

中東
4.6%

アフリカ
3.1%

韓国
1.7%

中国
20.2%

ｶ ﾅ ﾀ ﾞ
1.9%

ｵ ｰ ｽ ﾄ ﾗ ﾘ ｱ
1.4%
日本
4.3%

ＥＵ15

11.6%

ロシア
5.7%

中南米
5.0% CO2排出量

2006年

約280億トン

５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

APP

カバー率54%

【出典】CO2 EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION   2008 EDITION, IEA

京都議定書

カバー率30%

わが国の火力発電技術の海外への展開わが国の火力発電技術の海外への展開

京都議定
書上で削減
義務を負う
国（その他）

ØØＡＰＰ参加国によるＡＰＰ参加国によるCOCO22排排
出量は世界全体の５割強出量は世界全体の５割強

→→ＡＰＰの実効性に期待ＡＰＰの実効性に期待
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５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

次回：中国（予定）次回：中国（予定）

米国（2006年10月:プレ）
＜約50名＞

米国（2006年10月:プレ）
＜約50名＞

米国（2008年4～5月:第3回）
＜約80名＞

米国（2008年4～5月:第3回）
＜約80名＞

インド（2008年2月:第2回）　　
＜約80名＞

インド（2008年2月:第2回）　　
＜約80名＞

日本（2007年4月:第1回）
＜約50名＞

日本（2007年4月:第1回）
＜約50名＞

豪州（2008年4月）
（今後の活動を議論）

豪州（2008年4月）
（今後の活動を議論）

豪州（2008年6月:第4回）
＜約50名＞

豪州（2008年6月:第4回）
＜約50名＞

韓国（2009年7月:第5回）
＜約100名＞

韓国（2009年7月:第5回）
＜約100名＞

＜APPピアレビュー開催状況＞

日本の貢献によるピアレビューの具体的な成果日本の貢献によるピアレビューの具体的な成果

○韓国：ヨンフン火力発電所ピアレビュー○韓国：ヨンフン火力発電所ピアレビュー

○豪州：ロイヤン火力発電所ピアレビュー○豪州：ロイヤン火力発電所ピアレビュー

○米国：エッジウォーター、コロンビア火力発電所ピアレビュー○米国：エッジウォーター、コロンビア火力発電所ピアレビュー

＜効率向上と＜効率向上とCOCO22削減ポテンシャルの確認＞削減ポテンシャルの確認＞

ハンドブック レビューシート

→各国の熱効率向上の可能性や→各国の熱効率向上の可能性や

　　CO2CO2削減のポテンシャルを計るツールとして活用削減のポテンシャルを計るツールとして活用
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５．低炭素社会の実現に向けて５．低炭素社会の実現に向けて

発電の一層の発電の一層の
高効率化・低炭素化高効率化・低炭素化

ØØ 原子力発電の拡大・利用率原子力発電の拡大・利用率
向上向上

ØØ 再生可能エネルギーの拡大再生可能エネルギーの拡大

ØØ 火力発電の効率向上　等火力発電の効率向上　等

電気の供給面電気の供給面

×
ØØ 原子力エネルギーの活用原子力エネルギーの活用

ØØ 再生可能エネルギーの拡再生可能エネルギーの拡
大大

などなど

高効率機器の普及・高効率機器の普及・
電化による省エネ電化による省エネ

電気の需要面電気の需要面

ØØ 家庭・業務部門へのヒート家庭・業務部門へのヒート
ポンプの普及・拡大ポンプの普及・拡大

ØØ 運輸部門への電気自動車の運輸部門への電気自動車の
導入・拡大導入・拡大

ØØ 産業部門の電化推進　等産業部門の電化推進　等

「電気の供給面」と「電気の需要面」の両面の取り組みによって、「電気の供給面」と「電気の需要面」の両面の取り組みによって、
低炭素社会の実現を目指す。低炭素社会の実現を目指す。


